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１

Ⅰ．基本認識



地球温暖化の将来予測

出典：環境省「平成20年版環境・循環型社会白書 」

今後の気温上昇の予測今後の気温上昇の予測世界規模及び大陸規模の気温変化世界規模及び大陸規模の気温変化

２

○ 世界規模で、地球温暖化が進行することが予測されている。



世界の地域別エネルギー需要の見通し

３

○ エネルギー需要について、２０３０年には２００６年と比較して４５％増加する見込み。

出典：外務省「外交青書２００９ 」



主要国のエネルギー自給率及び国際資源商品価格の推移

各国のエネルギー自給率各国のエネルギー自給率 資源商品の国際価格の推移資源商品の国際価格の推移

出典：経済産業省「通商白書2009」

４

○ 我が国のエネルギー自給率は諸外国に比べ低位。また、資源商品の国際価格は不安定化。



主要国の食糧自給率及び主要穀物・大豆の国際価格の推移

農林水産省HPより転載

各国の食料自給率各国の食料自給率 主要穀物・大豆の国際価格の推移主要穀物・大豆の国際価格の推移

出典：経済産業省「通商白書2009」 ５

○ 我が国の食料自給率は４０％と極めて低位。また、主要穀物等の国際価格は不安定化。



世界的な水の賦存状況及び世界の取水量

出典：経済産業省「通商白書2008」

世界的な水の賦存状況世界的な水の賦存状況 世界の水関連市場の予測世界の水関連市場の予測

６

○ アフリカ、中東、アジア等の国々では、水欠乏の状況。また、今後の水関連市場は大幅に増加する見込み。

出典：経済産業省「通商白書2009」



我が国企業のオープンイノベーションへの取組状況

出典：経済産業省「通商白書200９」

オープンイノベーションの効果オープンイノベーションの効果

７

○ 我が国企業のオープンイノベーションの取組状況は１６．３％であるが、関心を持つ企業は約４０％存在。
○ オープンイノベーションの効果として、事業コスト低減、事業スピードの向上等が挙げられる。

オープンイノベーションのへの取組状況オープンイノベーションのへの取組状況



我が国の人口動態

出典：統計局データより文部科学省作成

我が国の人口動態推計我が国の人口動態推計

我が国の労働力人口（5年ごとの推移）我が国の労働力人口（5年ごとの推移）

出典：文部科学省「平成18年版科学技術白書」

50年後の日本の人口（年齢構成比較）50年後の日本の人口（年齢構成比較）

出典：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料 2009」

８
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○ 今後、我が国の人口は減少を続け、労働力人口にも影響を与えることが予測されている。



諸外国の国内総生産（名目GDP）の推移

出典：内閣府「国民経済計算確報」

出典：文部科学省「平成20年版科学技術白書」

OECD諸国の国内総生産（名目GDP)（米
ドル表示：暦年）

OECD諸国の国内総生産（名目GDP)（米
ドル表示：暦年）

各国等のGDPの将来推計各国等のGDPの将来推計
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○ 我が国の名目ＧＤＰは、米国に次いで世界第二位の地位にあるが、中国等の新興国の著しい成長が予測されている。



ＯＥＣＤ諸国の国民一人当たり名目GDPの推移

出典：経済産業省 通商白書２００９ １０

○ 我が国の国民一人当たり国内総生産（名目ＧＤＰ）は、低落傾向。

主要国の１人あたり名目GDPのＯＥＣＤ諸国内順位主要国の１人あたり名目GDPのＯＥＣＤ諸国内順位



国際競争力の評価

出典：「ＩＭＤ WORLD COMPETITIVENESS YEARBOOK 」
経済産業省ＩＭＤ世界競争力年鑑2008年版」より １１

○ 我が国の国際競争力は、概ね２０位前後で推移。



出典：国立感染症研究所ＨＰより １２

新型インフルエンザＡ（Ｈ１Ｎ１）の流行状況

○ 世界的に新型インフルエンザが流行し、２００９年度には我が国に於いても患者数が増大。

インフルエンザの定点あたり報告数の推移インフルエンザの定点あたり報告数の推移

（週）

（件数）

（注１）４７週（２００９年１１月９日～１５日）時点

（注２）件数：定点あたりの報告数（１週間の１医療機関当たりへの受診患者数）

（注３）週：１月１日を第１週として表示

（年度）



出典：内閣府「平成20年版防災白書」

１３

近年の我が国における自然災害発生状況

○ 我が国では、様々な自然災害が全国各地で発生し、大きな被害を出している。



「国家中長期科学技術発展計画」「国家中長期科学技術発展計画」 （（20062006--20202020年）年）

基本方針：「科学的発展観「科学的発展観 （科学技術により、中国の持続的発展を実現する理念） の貫徹」」 「科教興「科教興
国国 （科学技術と教育によって国を興す） ・人材強国戦略」「自主イノベーション・人材強国戦略」「自主イノベーション （独自のイノベーション） のの
向上」向上」。。数値目標：： 2020 年までに総研究開発費の対GDP 比を2.52.5％％以上に

「「中国科学技術進歩法中国科学技術進歩法」」の改正の改正 （（20072007年）年）

中国

「「ビジネス・ビジネス・イノベーションイノベーション・技能省・技能省（（BISBIS））」」の設立の設立 （（20092009年）年）

イノベーション・大学・技能省とビジネス・企業・規制改革省を統合

世界最高水準の研究基盤世界最高水準の研究基盤構築と経済力・競争力強化に向けた施策の一体的な実施

英国

第７次フレームワークプログラム（ＦＰ７）第７次フレームワークプログラム（ＦＰ７） （（20072007--20132013年）年）

ＦＰ６と比較して、６５６５％の増額％の増額 （43.8億ユーロ／年 ⇒ 72.1億ユーロ／年）
※ＦＰ：欧州連合域内に研究資金を提供するための仕組み。

研究支援を通じ、欧州の雇用、競争力並びに生活水準の向上に資することを目的とする。

ＥＵ

「「米国イノベーション戦略米国イノベーション戦略」」（（20020099年年99月）月） オバマ政権の発足からの科学技術・イノベーション政策を包括
的に表明したもの。持続的成長と質の高い職業の創出を目標とし、「米国イノベーションの基盤に対する
投資」「国家重点目標を達成するためのブレークスルーの加速」など３つの柱で構成。

「「米国再生投資米国再生投資法法」」（（20020099年）年） 短期的な経済への効果と長期的な科学技術の効果を期待。総予算7,870
億ドル内、183億ドル（2.3%）を研究開発に投入。（特に、基礎研究、医療、エネルギー、気候変動分野）
「競争力「競争力強化法強化法」」（（20020077年）年） 米国の競争力優位を確実なものとする競争力優位を確実なものとするため、科学技術予算の大幅な増科学技術予算の大幅な増など
研究開発の推進研究開発の推進、および理数教育の強化理数教育の強化を図る包括的なイノベーション推進法包括的なイノベーション推進法

米国

主要国等の科学技術政策の動向

○ 主要国等では、科学技術・イノベーションに対する予算の強化及び体制の整備に積極的に取り組んでいる。

出典：文部科学省作成 １４



※文部科学省作成

国 名 日 本 米 国 EU-27 ドイツ フランス 英 国 中 国 韓 国

項 目 （08年度 ） （07 年度 ） （06年度 ） （06年度 ） （06 年度 ） （07年度 ） （07 年度 ） （07年度 ）

494 兆円 1,618 兆円 1,703 兆円 339 兆円 264 兆円 330 兆円 386 兆円 114 兆円

1.3 億人 3.0 億人 4.9 億人 0.8 億人 0.6 億人 0.6 億人 13.3 億人 0.5 億人

18.8 兆円 43.4 兆円 31.3 兆円 8.6 兆円 5.5 兆円 5.9 兆円 5.7 兆円 4.0 兆円

3.80% 2.68% 1.84% 2.54% 2.10% 1.79% 1.49% 3.47%

17 .4兆円 － － － － － － －

3.52% － － － － － － －

3.3 兆円 12.0 兆円 10.7 兆円 2.4 兆円 2.1 兆円 1.7 兆円 1.4 兆円 1.0 兆円

17.8% 27.7% 34.1% 27.8% 38.4% 29.3% 24.6% 24.8%

0.68% 0.74% 0.63% 0.70% 0.81% 0.53% 0.37% 0.86%

15.4 兆円 31.4 兆円 18.0 兆円 5.9 兆円 3.0 兆円 3.1 兆円 4.0 兆円 2.9 兆円

81.9% 72.3% 57.4% 68.4% 54.6% 53.0% 70.4% 73.7%

83.9
（ 99 年 ） （98 年 ）※１

126.1 133.5 27.9 21.1 15.8 142.3 22.2

49.2 104.6 67.5 17.1 11.8 9.4 94.4 16.9
（69 .3% ） （82 .0 %） （50.6. %） （ 61 .2 %） （ 55 .7 %） （59 .8 % ） （66.4. % ） （76.0. % ）

4.7 18.0 4.1 2.6 1.4 23.1 1.6
(4.7%) (3.8%) （ 13.5. %） (14.8%) (12.1%) (9.1%) (16.2%) (7.1%)

18.6 47.9 6.7 6.8 4.9 24.8 3.7
(26.0%) (14.8%) （ 35.9. %） (23.9%) (32.2%) (31.1%) (17.4%) (16.9%)

国内総生産 （GDP ）

人 口

研究費総額

対GDP 比

うち自然科学 のみ

対GDP 比

政府負担額

政府負担割合

対GDP 比

民間負担額

民間負担割合

研究者数

（単位 ： 万人 ）

民 間

政府研究機関

大 学

注）
１．各国とも人文・社会科
学を含む。
２．邦貨への換算は国際
通貨基金（ＩＭＦ）為替
レート（年平均）による。
３．米国及びフランスの
研究費は暫定値、ドイツ
の研究者数は推計値で
ある。
４．研究費政府負担額は、
地方政府分も含む。
５．研究費民間負担額は、
政府と外国以外を民間と
した。
６．民間における研究者
数は、非営利団体の研
究者を含めている。
７．日本の研究費につい
ては、4月1日から3月31
日までの数値である。
８．日本の研究者数は、
各年度3月31日現在の数
値。また、 ※1の大学の
値はOECDが研究活動
への専従者換算した値。
※2は総務省「科学技術
研究調査報告」から出典
（ただし、大学の値はヘッ
ドカウント）。

○ 我が国の研究費総額は米国に次ぐ水準。一方、研究費総額のうち政府負担割合は欧米諸国と比べ低水準。

71.0

3.4

18.4

※２

50.1
（59 %）.7

3.2

(3.8%)

30.6

(36.5%)

6科学技術指標の国際比較

１５

（07年度）



第１期第１期 基本計画基本計画

（平成８～１２年度）（平成８～１２年度）

第２期第２期 基本計画基本計画

（平成１３～１７年度）（平成１３～１７年度）

第３期第３期 基本計画基本計画

（平成１８～２２年度）（平成１８～２２年度）

●政府研究開発投資の
総額規模１７兆円

●新たな研究開発システ
ムの構築

・競争的研究資金の拡充
・ポストドクター１万人計画
・産学官の人的交流の促進
・評価の実施
（大綱的指針の策定） 等

●政府研究開発投資の
総額規模１７兆円

●新たな研究開発システ
ムの構築

・競争的研究資金の拡充
・ポストドクター１万人計画
・産学官の人的交流の促進
・評価の実施
（大綱的指針の策定） 等

●政府研究開発投資の
総額規模２４兆円

●３つの基本理念
・新しい知の創造
・知による活力の創出
・知による豊かな社会の創生

●政策の柱
・戦略的重点化
－基礎研究の推進
－重点分野の設定
・科学技術システム改革
－競争的研究資金倍増
－産学官連携の強化 等

●政府研究開発投資の
総額規模２４兆円

●３つの基本理念
・新しい知の創造
・知による活力の創出
・知による豊かな社会の創生

●政策の柱
・戦略的重点化
－基礎研究の推進
－重点分野の設定
・科学技術システム改革
－競争的研究資金倍増
－産学官連携の強化 等

●政府研究開発投資の総額規模
２５兆円

●基本姿勢
・社会・国民に支持され、成果を還元する
科学技術

・人材育成と競争的環境の重視

●科学技術システム改革の推進
・競争的資金及び間接経費の拡充
・人材の育成・確保・活躍促進（若手、女性、
外国人）

・イノベーションの創出（基礎研究からのイ
ノベーション、産学官連携強化、地域イノ
ベーションシステム構築 等）
・基盤強化（大学施設、先端大型共用設備）

●戦略的重点化
・基礎研究の推進（自由発想、目的基礎）
・重点推進４分野、推進４分野
・戦略重点科学技術（国家基幹技術等）

●政府研究開発投資の総額規模
２５兆円

●基本姿勢
・社会・国民に支持され、成果を還元する
科学技術

・人材育成と競争的環境の重視

●科学技術システム改革の推進
・競争的資金及び間接経費の拡充
・人材の育成・確保・活躍促進（若手、女性、
外国人）

・イノベーションの創出（基礎研究からのイ
ノベーション、産学官連携強化、地域イノ
ベーションシステム構築 等）
・基盤強化（大学施設、先端大型共用設備）

●戦略的重点化
・基礎研究の推進（自由発想、目的基礎）
・重点推進４分野、推進４分野
・戦略重点科学技術（国家基幹技術等）

第
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１６

科学技術基本計画の推移



（１） 基礎研究の推進
・多様性を確保しつつ、一定の資源を確保して着実に推進

・科研費等自由な発想に基づく研究は、政策課題対応型研究開発には含まれ

ないことを明確化

（２） 政策課題対応型研究開発における重点化
・ 「重点推進4分野」に優先的に資源配分 ⇒ ﾗｲﾌサイエンス、情報通信、

環境、ﾅﾉﾃｸ・材料

・ 「推進4分野」に適切に資源配分 ⇒ ｴﾈﾙｷﾞｰ、ものづくり技術、社会基盤、

ﾌﾛﾝﾃｨｱ

・ 8分野で「分野別推進戦略」を策定し 、重要な研究開発課題を選定、各々の

政策目標も明確化

・ 本計画期間中に重点投資する「戦略重点科学技術」を選定し、選択・集中

・ 戦略重点科学技術の中で、「国家基幹技術」を精選し、厳正な評価等を実施

（３） 研究開発の効果的な実施 ～ 「活きた戦略」の実現
・ 年間の政策ｻｲｸﾙを確立し、 「活きた戦略」の実施

⇒情勢変化を踏まえた適切な戦略・資源配分方針見直し、関係府省・研究機関のﾈｯ

ﾄﾜｰｸ・連携基盤強化 など

（１） 基礎研究の推進
・多様性を確保しつつ、一定の資源を確保して着実に推進

・科研費等自由な発想に基づく研究は、政策課題対応型研究開発には含まれ

ないことを明確化

（２） 政策課題対応型研究開発における重点化
・ 「重点推進4分野」に優先的に資源配分 ⇒ ﾗｲﾌサイエンス、情報通信、

環境、ﾅﾉﾃｸ・材料

・ 「推進4分野」に適切に資源配分 ⇒ ｴﾈﾙｷﾞｰ、ものづくり技術、社会基盤、

ﾌﾛﾝﾃｨｱ

・ 8分野で「分野別推進戦略」を策定し 、重要な研究開発課題を選定、各々の

政策目標も明確化

・ 本計画期間中に重点投資する「戦略重点科学技術」を選定し、選択・集中

・ 戦略重点科学技術の中で、「国家基幹技術」を精選し、厳正な評価等を実施

（３） 研究開発の効果的な実施 ～ 「活きた戦略」の実現
・ 年間の政策ｻｲｸﾙを確立し、 「活きた戦略」の実施

⇒情勢変化を踏まえた適切な戦略・資源配分方針見直し、関係府省・研究機関のﾈｯ

ﾄﾜｰｸ・連携基盤強化 など

（１） 人材の育成、確保、活躍の促進
・個々の人材が活きる環境の形成 ⇒ 若手研究者の自立支援、教員の自校出身者比率の抑制、

女性研究者採用の目標２５％ など
・大学の人材育成機能の強化、社会のニーズに応える人材の育成 ⇒ 産学協働の人材育成 など
・次代の科学技術を担う人材の裾野の拡大

（２） 科学の発展と絶えざるイノベーションの創出
・競争的環境の醸成 ⇒ 競争的資金の拡充、全ての競争的資金において間接経費３０％措置
・大学の競争力の強化 ⇒ 世界トップクラスの研究拠点を３０程度形成、

地域の大学の活性化を通じた地域再生（「地域の知の拠点再生プログラム」）、
私立大学の研究機能の強化 など

・イノベーションを生み出すシステムの強化 ⇒ 産業界の参画による先端的な融合領域研究拠点の形成 など
・研究費の有効活用 ⇒ 競争的資金以外の研究費も含めた府省横断的なデータベースの整備･活用
・円滑な科学技術活動と成果還元に向けた制度・運用上の隘路の解消

（３） 科学技術振興のための基盤の強化
・優秀な人材の育成・活用を支える研究教育基盤の構築

⇒ 老朽化施設の再生を中心とした｢第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画｣の策定
・先端大型共用研究設備の整備・共用の促進、「知的基盤整備計画」の見直し など

（４） 国際活動の戦略的推進
・アジア諸国との協力 ⇒ アジア諸国とのハイレベルでの政策対話（アジア地域科学技術閣僚会議等）

（１） 人材の育成、確保、活躍の促進
・個々の人材が活きる環境の形成 ⇒ 若手研究者の自立支援、教員の自校出身者比率の抑制、

女性研究者採用の目標２５％ など
・大学の人材育成機能の強化、社会のニーズに応える人材の育成 ⇒ 産学協働の人材育成 など
・次代の科学技術を担う人材の裾野の拡大

（２） 科学の発展と絶えざるイノベーションの創出
・競争的環境の醸成 ⇒ 競争的資金の拡充、全ての競争的資金において間接経費３０％措置
・大学の競争力の強化 ⇒ 世界トップクラスの研究拠点を３０程度形成、

地域の大学の活性化を通じた地域再生（「地域の知の拠点再生プログラム」）、
私立大学の研究機能の強化 など

・イノベーションを生み出すシステムの強化 ⇒ 産業界の参画による先端的な融合領域研究拠点の形成 など
・研究費の有効活用 ⇒ 競争的資金以外の研究費も含めた府省横断的なデータベースの整備･活用
・円滑な科学技術活動と成果還元に向けた制度・運用上の隘路の解消

（３） 科学技術振興のための基盤の強化
・優秀な人材の育成・活用を支える研究教育基盤の構築

⇒ 老朽化施設の再生を中心とした｢第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画｣の策定
・先端大型共用研究設備の整備・共用の促進、「知的基盤整備計画」の見直し など

（４） 国際活動の戦略的推進
・アジア諸国との協力 ⇒ アジア諸国とのハイレベルでの政策対話（アジア地域科学技術閣僚会議等）

（１）科学技術が及ぼす倫理的・法的・社会的課題への責任ある取組

（２）説明責任と情報発信の強化 （３）科学技術に関する国民意識の醸成

（４）国民の科学技術への主体的参加の促進

（１）科学技術が及ぼす倫理的・法的・社会的課題への責任ある取組

（２）説明責任と情報発信の強化 （３）科学技術に関する国民意識の醸成

（４）国民の科学技術への主体的参加の促進

司令塔機能の強化／「知恵の場」／顔の見える存在
・政府研究開発の効果的・効率的推進

⇒科学技術連携施策群の本格的推進、調査分析・調整機能の強化

・基本計画や政策目標達成に向けた適切なフォローアップとその進捗の促進

司令塔機能の強化／「知恵の場」／顔の見える存在
・政府研究開発の効果的・効率的推進

⇒科学技術連携施策群の本格的推進、調査分析・調整機能の強化

・基本計画や政策目標達成に向けた適切なフォローアップとその進捗の促進

３．科学技術システム改革の推進３．科学技術システム改革の推進３．科学技術システム改革の推進２．科学技術の戦略的重点化２．科学技術の戦略的重点化２．科学技術の戦略的重点化

４． 社会・国民に支持される科学技術４．４． 社会・国民に支持される科学技術社会・国民に支持される科学技術 ５． 総合科学技術会議の役割５．５． 総合科学技術会議の役割総合科学技術会議の役割

政府研究開

発投資が何を

目指すのかを

明確にし、政

策目標に向け

た施策を展開。

① 社会・国民に支持され、

成果を還元する科学技術

②人材育成と競争的環境の重視
～モノから人へ、

機関における個人の重視

①社会・国民に支持され、

成果を還元する科学技術

②人材育成と競争的環境の重視
～モノから人へ、

機関における個人の重視

基基

本本

姿姿

勢勢

★★

第
３
期
の

第
３
期
の

１． 基 本理念１．１． 基基 本本 理理 念念

★政府研究開発投資＜約25兆円＞★★政府研究開発投資政府研究開発投資＜約＜約2525兆円＞兆円＞

★★ 政政 策策 目目 標標

のの 設設 定定
飛躍知の発見・発明飛躍知の発見・発明

～未来を切り拓く多様な知識の蓄積・創造

（１） 新しい原理・現象の発見・解明
（２） 非連続な技術革新の源泉となる知識の創造

＜目標１＞

環境と経済の両立環境と経済の両立
～環境と経済を両立し持続可能な発展を実現

（４） 地球温暖化・エネルギー問題の克服
（５） 環境と調和する循環型社会の実現

＜目標３＞

生涯はつらつ生活生涯はつらつ生活
～子供から高齢者まで健康な日本を実現

（９） 国民を悩ます病の克服
（１０） 誰もが元気に暮らせる社会の実現

＜目標５＞

科学技術の限界突破科学技術の限界突破
～人類の夢への挑戦と実現

（３） 世界最高水準のプロジェクトによる科学技術の牽引

＜目標２＞

イノベーター日本イノベーター日本
～革新を続ける強靱な経済・産業を実現

（６） 世界を魅了するユビキタスネット社会の実現
（７） ものづくりナンバーワン国家の実現
（８） 科学技術により世界を勝ち抜く産業競争力の強化

＜目標４＞

安全が誇りとなる国安全が誇りとなる国
～世界一安全な国・日本を実現

（１１） 国土と社会の安全確保

（１２） 暮らしの安全確保

＜目標６＞

＜理念１＞ 人類の英知を生む＜理念１＞ 人類の英知人類の英知を生む ＜理念２＞ 国力の源泉を創る＜理念２＞ 国力の源泉国力の源泉を創る ＜理念３＞ 健康と安全を守る＜理念３＞ 健康と安全健康と安全を守る

飛躍知の発見・発明飛躍知の発見・発明
～未来を切り拓く多様な知識の蓄積・創造

（１） 新しい原理・現象の発見・解明
（２） 非連続な技術革新の源泉となる知識の創造

＜目標１＞

環境と経済の両立環境と経済の両立
～環境と経済を両立し持続可能な発展を実現

（４） 地球温暖化・エネルギー問題の克服
（５） 環境と調和する循環型社会の実現

＜目標３＞

生涯はつらつ生活生涯はつらつ生活
～子供から高齢者まで健康な日本を実現

（９） 国民を悩ます病の克服
（１０） 誰もが元気に暮らせる社会の実現

＜目標５＞

科学技術の限界突破科学技術の限界突破
～人類の夢への挑戦と実現

（３） 世界最高水準のプロジェクトによる科学技術の牽引

＜目標２＞

イノベーター日本イノベーター日本
～革新を続ける強靱な経済・産業を実現

（６） 世界を魅了するユビキタスネット社会の実現
（７） ものづくりナンバーワン国家の実現
（８） 科学技術により世界を勝ち抜く産業競争力の強化

＜目標４＞

安全が誇りとなる国安全が誇りとなる国
～世界一安全な国・日本を実現

（１１） 国土と社会の安全確保

（１２） 暮らしの安全確保

＜目標６＞

＜理念１＞ 人類の英知を生む＜理念１＞ 人類の英知人類の英知を生む ＜理念２＞ 国力の源泉を創る＜理念２＞ 国力の源泉国力の源泉を創る ＜理念３＞ 健康と安全を守る＜理念３＞ 健康と安全健康と安全を守る

（注）第３期基本計画期間中に政府研究開発投資の対ＧＤＰ比率が１％、

上記期間中におけるＧＤＰの名目成長率が平均３．１％を前提としているものである。
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第３期科学技術基本計画の概要



理念１：人類の英知を生む

大目標１：飛躍知の発見発明大目標１：飛躍知の発見発明

世界に先駆けて成人

の皮膚細胞よりヒトiPS
細胞を作製することに成

功。拒絶反応の無い細

胞・組織移植による再生

医療等に応用されること

が期待される。

〈iPS細胞の創出〉

〈脳科学の展開〉

脳機能の解明が進み、

精神・神経疾患メカニズ

ム、脳の発達の仕組み

の解明をはじめ、医療

福祉の向上等につなが

る様々な成果が創出さ

れつつある。

大目標２：科学技術の限界突破大目標２：科学技術の限界突破

〈日本の実験棟「きぼう」の開発・運用・利用〉

〈Ｘ線自由電子レーザーと大型放射光施設〉

国際宇宙ステーション

（ＩＳＳ）計画において、

我が国初の有人宇宙施

設である日本実験棟

「きぼう」が２００９年７月

に完成。

世界最高レベルの放

射光施設からの光を利

用した分析は、タンパク

質や無機材料の構造解

析等の幅広い分野の基

盤技術として利用。

これまでの主な研究開発成果事例①

出典：文部科学省作成 １８



理念２：国力の源泉を創る

大目標３：環境と経済の両立大目標３：環境と経済の両立 大目標４：イノベーター日本大目標４：イノベーター日本

〈次世代蓄電システム〉 〈次世代画像表示技術〉

〈高速増殖炉（ＦＢＲ）サイクル技術〉 〈メモリと高速無線通信ネットワーク〉

日本は世界で最初にリチ

ウムイオン電池を開発。電

気自動車の普及や太陽光、

風力等の自然エネルギー

発電による電力の蓄電シ

ステムへの利用が期待さ

れる。

液晶やプラズマに代わ

る次世代ディスプレイと

して有機ＥＬディスプレイ

の開発が進展。世界初

の有機ＥＬテレビが２００

７年に発売された。

真のユビキタス社会

の実現に向け、新たな

技術によるメモリの開発

や高速無線通信技術の

開発が進展。簡易に

データの流通や保持を

行える環境の整備が期

待される。

これまでの主な研究開発成果事例②

出典：文部科学省作成 １９

エネルギー安全保障に

貢献する高速増殖炉サイ

クル技術について、原型

炉「もんじゅ」が平成21年
度内の運転再開を目指し

ている。また、実証炉に

用いる技術の成立性に

ついて見通しを得た。



理念３：健康と安全を守る

大目標６：安全が誇りとなる国大目標６：安全が誇りとなる国大目標５：生涯はつらつ生活大目標５：生涯はつらつ生活

〈動脈硬化予防・治療法〉 〈深海地球ドリリング計画〉

〈放射線によるがん治療技術〉 〈自然災害の減災システム技術〉

日本人の死因第１位

「がん」の治療法として

期待されている重粒子

線治療は、がん細胞の

みにダメージを与え、副

作用を抑えることも可能

である。

地球深部探査船「ちき

ゅう」を建造し、大深度

掘削技術の開発を推進。

世界初の地震発生帯へ

の直接掘削による地震発

生メカニズムの解明が期

待される。

観測データの質・量の

向上、情報ネットワーク

技術等の進歩により、地

震速報、ピンポイント気

象予測等のシステムが

開発されている。

日本で発見されたスタ

チンの普及には、国内臨

床試験が貢献。心筋梗

塞の発症、脳卒中の再

発を抑制するとの海外の

報告があり、その検証も

進行中である。

これまでの主な研究開発成果事例③

出典：文部科学省作成 ２０



1277021101日本

00000000韓国

00000000中国

30
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230
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0

9

5

28

1950

- 1959
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741127イギリス

69536ドイツ

39382726米国

2000

- 2008

1980

- 1989

1960

- 1969

- 1949

主要国等のノーベル賞受賞者数 (自然科学系)主要国等のノーベル賞受賞者数 (自然科学系) 注) 受賞時の国籍に従う。

2008年 日本人ノーベル物理学賞受賞者2008年 日本人ノーベル物理学賞受賞者 2008年 日本人ノーベル化学賞受賞者2008年 日本人ノーベル化学賞受賞者

○南部 陽一郎シカゴ大学名誉教授 (カウントは米国)

○ 小林 誠 高エネルギー加速器研究機構名誉教授、国際高等研究所フェロー
○ 益川 敏英 京都大学名誉教授、兼京都産業大学理学部教授

【受賞テーマ】
「素粒子物理学における自発的対称性の破れの発見」および「自然界に存在する
少なくとも３世代のクォークの存在を予知する対称性の破れの起源の発見」

○ 下村 脩
ボストン大学名誉教授、
元 ウッズホール海洋生物学研究所上席研究員

【受賞テーマ】
「緑色蛍光タンパク質の発見と開発」

出典：内閣府作成資料をもとに作成

これまでの主な研究開発成果事例④
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